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京都市情報公開条例第１８条第１項の規定に基づく諮問について（答申） 

 

  

令和４年５月２０日付け文く安第２号をもって諮問のありました下記のことについて、

別紙のとおり答申します。 

 

 

記 

 

 苦情等受付一覧の公文書一部公開決定事案（諮問情第２４９号） 
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（別紙）  
１ 審査会の結論 
 

 処分庁が非公開とした部分のうち、別記に示した部分については公開すべきであり、その余の部分

について非公開としたことは妥当である。 

 
２ 審査請求の経過 

 
⑴ 審査請求人は、令和３年１２月１４日に、京都市情報公開条例（以下「条例」という。）第６

条第１項の規定に基づき、「くらし安全推進課の路上喫煙担当が保有する苦情等受付一覧（当課

受け・コールセンター受け・市長への手紙）のうち令和３年５月１４日付け京都市指令文く安第

２８号による一部公開決定の対象文書「１（令和２年１２月１５日～令和３年４月２１日通し番

号４８７～５９６）より後のもの」の公開を請求した（以下「本件請求」という。）。 

 

⑵ 処分庁は、本件請求に係る公文書として、「苦情等受付一覧（当課受け・コールセンター受け・

市長への手紙）（令和３年４月２２日～令和３年１２月１５日 通し番号５９７～７５６）」（以下

「本件公文書」という。）を特定し、公文書一部公開決定処分（以下「本件処分」という。）をし、

令和４年１月２６日付けで、その旨及びその理由を次のとおり審査請求人に通知した。 
 
  条例第７条第１号及び第２号に該当 
  法人の担当者名は、公開することにより、当該個人のプライバシーを侵害するおそれがあるとと

もに、当該法人の事業活動上の地位その他正当な利益を明らかに害すると認められるため。 
条例第７条第２号に該当 

 非公開にした法人情報は、公開することにより、当該法人の競争上又は事業活動上の地位その他

正当な利益を明らかに害すると認められるため。 
※ 上記以外の非公開理由については、本件審査請求においては争点とされていないため、記載を

省略する（以下同じ。）。 
 

⑶ 審査請求人は、令和４年４月２０日に、本件処分を不服として、行政不服審査法第２条の規定に

より、本件処分のうち、次のア及びイに係る処分の取消しを求める審査請求をした。 
 
ア 通し番号「６０１」「６０８」「６１６」「６２３」「６４３」「６４９」「６５２」「６５３」「６

６７（「京阪七条駅の出入口」に続く部分に限る）」「６７５」「６８６」「７１１」「７１２」「７２

９」「７３０」「７３９」「７４０」「７４６」の「内容」欄の情報のうち、条例第７条第２号に該当

するとして非公開とされた情報（以下「本件審査請求１」という。） 
 

イ 本件公文書のうち特定の施設に係る「内容」欄、「回答」欄、「対応」欄の情報（通し番号「６

１１」「６３０」「７２０」に限らない。）（以下「本件審査請求２」という。） 
 
３ 審査請求の趣旨 
 

本件審査請求の趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。 
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４ 処分庁の主張 

 
弁明書及び審査会における職員の説明によると、処分庁の主張は、次のとおりであると認められる。 

 
⑴ 本件公文書について 

本件公文書は、処分庁等が聴取した路上喫煙等に係る苦情・相談内容や、処分庁が行った指導内

容等を詳細に記録した文書であり、案件毎に「通し番号」「受付日付」「受付所属」「受付職員」「受

付媒体」「苦情等の内容」「苦情等を受けた際の回答」「苦情等に対する対応」「苦情等の発信者であ

る相手方」等を記載している。 
 

⑵ 条例第７条第２号に該当することについて 

ア 本件審査請求１について 

本件公文書のうち、審査請求の対象となる箇所には、電話や市長への手紙制度などを通じて得

た次の(ｧ)～(ｳ)の法人情報を記載している。 

なお、当該箇所の一部については、明確に(ｧ)～(ｳ)のいずれかに分類できるものではなく、それ

らの性質を複合的に備えているものも含まれている。 

(ｱ) 路上喫煙者が喫煙を行う場所として示された法人名 
(ｲ) 路上喫煙者が所属する又は所属すると推測される法人名 
(ｳ) 通報・相談者としての法人名 
 

(ｱ)は、公開することで、当該法人が路上喫煙等を発生させた原因であるかのような印象を与え、

当該法人が風評被害に遭い、社会的評価の低下につながるおそれがあると認められる情報である。 

(ｲ)は、公表に至らない違反者又は違反者であると推測される情報であることから、公開するこ

とで、当該法人が必要以上の社会的制裁を受けて社会的評価の低下につながると認められる情報

である。 

(ｳ)は、公開することで、通報・相談者が不当な批判等の不利益を受けることにつながり、社会

活動の自由が損なわれるおそれがあると認められる情報であるとともに、通報・相談がためらわ

れて指導等の対策を検討する際に必要な情報が処分庁のもとに集まらず、今後の路上喫煙防止対

策業務に著しい支障が生じるおそれがあると認められる情報である。 

以上から、本件処分において非公開とした情報は、法人に関する情報であって、公にすること

により、当該法人の競争上又は事業活動上の地位その他正当な利益を明らかに害するものと認め

られ、条例第７条第２号に該当する。 

なお、審査請求人が条例第７条第２号に該当すると主張する、６４３（１つ目）、６７５、７３

０（２つ目）及び７４０の非公開部分は、違反者個人が特定され得る情報であり、個人が識別さ

れるもののうち、通常他人に知られたくないと認められる情報であるとして、条例第７条第１号

に該当するものであり、また、７１２（１つ目）の非公開部分は、通報・相談者である法人担当

者名であり、個人が識別されるもののうち、通常他人に知られたくないと認められる情報及び、

当該法人の競争上又は事業活動上の地位その他正当な利益を明らかに害すると認められる情報

であるとして、条例第７条第１号及び第２号に該当するものである。 

 

イ 本件審査請求２について 
「内容」欄については、前記の理由で非公開とした。 
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また、「回答」欄及び「対応」欄の非公開部分は、「内容」欄で非公開とした情報と同一の情報

又は当該情報を特定し得る情報である。すなわち、「内容」欄、「回答」欄及び「対応」欄に記載

した情報は、相互に関連する情報であるといえ、いずれかのみを非公開としただけでは、その他

の情報に基づき非公開情報が明るみとなるため、「内容」欄で非公開とした情報は同様に非公開

とする必要がある。 
なお、原処分では明示していないが、本件事業において処分庁は、通報・相談内容等を踏まえ

て指導・啓発を検討・実施している。本件事業の対象となった者を公にすると、当該指導・啓発

への協力を得られなくなり、今後の路上喫煙防止対策業務に著しい支障が生じるおそれがあり、

条例第７条第６号に該当することを申し添える。 
 

５ 審査請求人の主張 

 

  審査請求書及び反論書によると、審査請求人の主張は、おおむね次のとおりであると認められる。 

 

⑴ 本件審査請求１について 

非公開とされた法人情報は、専ら路上喫煙等が行われている場所等を示すために言及されている

に過ぎないことからすると、公開したとしても、当該法人の競争上又は事業活動上の地位その他正

当な利益を明らかに害すると認められるとはいえない。条例第７条第２号に該当しない。 

 

「(ｱ)路上喫煙者が喫煙を行う場所として示された法人名」について、否認する。法人名は、路上

喫煙者が喫煙を行う場所として示されたものではなく、路上喫煙者が喫煙を行う路上に近接する場

所として示されたものである。そもそも法人の所有する物件は、道路法により路上を占用すること

はできない。 
 
「(ｱ)は、公開することで、当該法人が路上喫煙等を発生させた原因であるかのような印象を与え」

について否認する。法人名を公にしたとしても、当該法人が路上喫煙等を発生させた原因であるか

のような印象を与えることはない。道路上の特定の場所を指し示すにあたり、近接の目立つ建築物

に言及することは広く一般的に行われていることである。このことからすると、法人名が示されて

いるからといって、当該法人が路上喫煙等を発生させた原因であるとの印象が持たれるとはいえな

い。したがって、当該法人が風評被害に遭い、社会的評価の低下につながるおそれがある情報とは

いえない。ちなみに、令和元年１０月１５日付けのくらし安全推進課長による「巡回報告書等にお

ける場所等の記載について」と題する文書では、業務で作成する報告書等における場所等の記載規

則について、「場所の基点として記載に向くもの」として固有の名称がある物件名が挙げられてい

る。「記載の良い例・悪い例」には、物件名によるものも例示されている。ここには、当該物件が路

上喫煙等を発生させた原因であるかどうかといった観点はない。この文書は、処分庁自らが、物件

名が場所の特定に有用であると認識していることを示すものである。法人名についても同様のこと

がいえる。 
 

⑵ 本件審査請求２について 
本件施設に係る内容、回答、対応が、地方独立行政法人に係る情報であることからすると、条例

第７条第２号に規定する法人情報に該当しない。 
 

処分庁は、「「内容」欄については、前記の理由で非公開とした」と主張するが、失当である。本
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件施設は、地方独立行政法人であることから、条例第７条第２号には、該当しない。 

処分庁は、本件施設を公にすると、指導・啓発への協力を得られなくなり、今後の路上喫煙防止

対策業務に著しい支障が生じるおそれがあると主張するが、何の根拠もない。本件施設は他機関か

らの要請に協力的であり、そのことを記録した公文書を自ら公開している。したがって、処分庁が

本件施設を公開したからといって、今後、本件施設の協力を得られなくなるなどということはおよ

そ考え難い。したがって、今後の路上喫煙防止対策業務に著しい支障が生じるおそれもない。処分

庁の主張は、実態を踏まえない抽象的かつ蓋然性のない名目的なものに過ぎない。条例第７条第６

号に該当しない。 

 

６ 審査会の判断 
 

当審査会は、処分庁の主張及び審査請求人の主張を基に審議し、次のとおり判断する。 
 

⑴ 本件公文書について 
本件公文書は、処分庁等が聴取した路上喫煙等に係る苦情、相談内容や、処分庁が行った指導内

容等が案件ごとに一覧で記録された文書で、「通し番号」「受付（日時、所属、職員、利用媒体）」「内

容」「回答」「対応（分類、対応状況）」等８つの項目についてそれぞれ詳細に記載されている。 
 

⑵ 本件審査請求１について 
ア 争点について 
  本件審査請求１における争点は、以下の１８件の案件の「内容」欄にある非公開情報のうち、

２７箇所についての非公開妥当性である。 
  通し番号「６０１」「６０８」「６１６」「６２３」「６４３」「６４９」「６５２」「６５３」「６

６７（「京阪七条駅の出入口」に続く部分に限る）」「６７５」「６８６」「７１１」「７１２」「７２

９」「７３０」「７３９」「７４０」「７４６」 
 
イ 本件処分について 

(ｱ) 処分庁は、本件公文書の「内容」欄の非公開情報について、以下のとおり主張する。 
a 路上喫煙者に対する苦情、相談において、その対象となる箇所を示すために近接の店舗や

建物名が示されている部分については、当該店舗や建物の所有者等となる法人等が路上喫煙

を発生させた原因であるかのような印象を与え、当該法人等の社会的評価の低下につながる

おそれがある情報である。 
b 通報の対象となった個人又は法人等の名称は、違反者と推測される情報であることから、

個人のプライバシーが侵害されるおそれや、法人等の社会的評価の低下につながるおそれが

ある情報である。 
c 通報・相談者としての法人等の名称については、通報・相談者が不当な批判等の不利益を受

けることに繋がり、社会活動の自由が損なわれるおそれがあるとともに、通報・相談がため

らわれて指導等の対策を検討する際に必要な情報が処分庁のもとに集まらず、今後の路上喫

煙防止対策業務に著しい支障が生じるおそれがある情報である。 

d 通報・相談を行った法人等の担当者名については、個人のプライバシーが侵害されるおそ

れや、当該法人等の事業活動上の地位その他正当な利益を明らかに害すると認められる情報

である。 
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(ｲ) 一方、審査請求人は道路上の特定の場所を指し示すにあたり、近接の建築物を明示すること

は一般的であるから処分庁が主張するおそれは生じないと主張する。 
 

ウ 路上喫煙者が喫煙を行う場所に関する情報として示された法人等の名称（イ(ｱ)a）について 
(ｱ) 処分庁は、路上喫煙が行われていると苦情等がなされた場所の近接の店舗や建物名は、当該

店舗等が路上喫煙を発生させた原因であるかのような印象を与え、当該法人の社会的評価の低

下につながることから条例第７条第２号に該当すると主張している。 
(ｲ) 条例第７条第２号は、公開することにより、法人その他の団体又は事業を営む個人（以下「法

人等」という。）の競争上又は事業活動上の地位その他正当な利益を明らかに害すると認めら

れる情報が記録された公文書について、非公開とすることを定めたものである。ここでいう法

人には、京都市、国、他の地方公共団体、独立行政法人等（独立行政法人等の保有する情報の

公開に関する法律第２条第１項に規定する独立行政法人等をいう。）及び地方独立行政法人並

びにこれらに準じる団体を除くとされている。 
(ｳ) 一般に、建物や店舗の所有者や管理者（以下「建物所有者等」という。）は、当該建物等の敷

地内の管理に責任を負うものであり、建物等が接する公道の管理については、道路法に基づく

道路管理者がその責任を負うものとされる。 
したがって、当審査会としては、本件公文書の「内容」欄に記載されている建物等の情報が、

路上喫煙者がいる場所を指し示す性質のみをもつ場合には、当該情報を公開したとしても、当

該建物所有者等の管理責任を問われることや、路上喫煙を誘発したかのような社会的評価を受

けることがあるとは認め難く、当該建物所有者等の事業活動上の利益を明らかに害するとは認

められないため、条例第７条第２号に該当しないと判断する。 
なお、処分庁が非公開としている情報の中に、通報者が路上喫煙を指摘している場所の周辺

建物に関する情報や、路上喫煙マナーに関する掲示物の掲示場所を示す情報なども含まれてい

た。当審査会としては、このような客観的事実を示す性質のみをもつ情報についても、公開す

ることよって、建物所有者等の事業活動上の地位を明らかに害するとは認められないと判断す

る。 
 

エ 通報の対象となった個人又は法人等の名称（イ(ｱ)b）について 
(ｱ) 処分庁は、通し番号６４３（ただし、一つ目の非公開情報）、６７５、７３０（ただし、二つ

目の非公開情報）、７４０の非公開情報について、路上喫煙をした者が特定され得る情報であ

り、条例第７条第１号に該当すると主張する。また、通報対象が法人である場合は、違反者と

推測される情報であり、公開することによって、法人の社会的評価の低下につながることから

条例第７条第２号に該当すると主張する。 
   (ｲ) 条例第７条第１号は、個人のプライバシーの保護に最大限の配慮をし、個人に関する情報が

公開されてプライバシーが侵害されることのないよう、特定の個人が識別され、又は識別され

得るもののうち、通常他人に知られたくないと認められるものについて、非公開とすることを

定めたものである。また、「通常他人に知られたくないと認められるもの」に該当するか否かに

ついては、一般の感受性を基準として、客観的に通常他人に知られたくないものと認められる

ものであるか否かで判断されるべきである。 
     条例第７条第２号は、ウ(ｲ)のとおりである。 
   (ｳ) 当審査会において本件公文書を見分したところ、通し番号６７５及び７３０（ただし、二つ

目の非公開情報）の「内容」欄の非公開情報については、路上喫煙者がいたとされる特定の日
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時や具体的な場所を含む詳細な記載がされており、これらは習慣的に特定の時間に特定の場所

を利用する者を示す情報であると認められる。 
したがって、処分庁が公開と判断している部分を考慮すると、当該情報を公開することで個

人が特定され得る可能性は否定できないことから、条例第７条第１号に該当すると判断する。 
一方で、通し番号６４３（ただし、一つ目の非公開情報）及び７４０の「内容」欄の非公開

情報については、処分庁が公開と判断している部分を考慮しても、個人が特定され得る可能性

があるとまでは認められないため、条例第７条第１号に該当しないと判断する。 
次に、本件公文書の「内容」欄に記載されている情報は、通報者の申出内容を書き留めたも

のであることから、事実関係が不明な情報が記録されていることも十分に予想されるところで

あり、公開することによって、通報対象となった法人等に関する当該情報が事実であると受け

止められること、又は未確認情報に基づき当該法人等の評価が行われることによって不当に低

い評価を受けるおそれがあることは否定できない。 
したがって、当審査会としては、通報対象とされた法人等の名称については、条例第７条第

２号に該当すると判断する。 
なお、通し番号７４０の「内容」欄の非公開部分に含まれる特定の施設の名称については、

通報対象となった法人等の情報と認められるため、条例第７条第２号に該当し非公開とすべき

ものと判断する。 
 

オ 通報・相談者としての法人等の名称（イ(ｱ)c）について 
(ｱ) 処分庁は、通報者に関する情報について、公開することによって、不当な批判等の不利益を

受け社会的活動の自由が損なわれるおそれがあること、また通報が躊躇われることによって今

後の路上喫煙防止対策業務に支障が生じるおそれがあると主張する。 
(ｲ) 条例第７条第６号において、本市等が行う監査、契約、調査に係る事務など、当該事務又は

事業の性質上、公開することによって、その目的が損なわれたり、公正かつ適切な執行が妨げ

られる情報については非公開とすることを定めている。 
(ｳ) 一般に、本件事案のような法令等の違反を発見した者が通報を行う制度においては、通報者

は自らの通報内容等が公にされることを予定していないため、通報者に関する情報を公開する

ことで、通報者が不当な批判等を受けるおそれや通報を躊躇う者が生じるおそれは否定できず、

その結果、路上喫煙者の情報が収集できなくなり、当該通報制度が形骸化するなど、業務に支

障が生じるおそれがあると認められる。したがって、本件事案の通報制度における通報者に関

する情報は、条例第７条第６号に該当するとともに、通報者が個人の場合は同条第１号に、通

報者が法人等である場合は同条第２号に該当するものと言え、本件公文書のうち通報者に関す

る情報を記載している「相手方」欄は、非公開情報に該当する。 
(ｴ) これを踏まえ、当審査会において本件公文書を見分したところ、「内容」欄において非公開

とされている情報の中には、当該情報自体が通報者を示すもののほか、「相手方」欄に記載され

ている通報者との関係性が見出され得る情報が認められた。 
このうち、当該情報自体が通報者を示す情報は、(ｳ)のとおり条例第７条第１号、第２号又は

第６号に該当するものと判断する。 
しかしながら、「相手方」欄に記載されている通報者との関係性が見出され得る情報について

は、「相手方」欄を非公開とすることで、当該情報のみでは通報者の特定に至ることができない

ことから、条例第７条第１号、第２号又は第６号のいずれにも該当しないと判断する。 
 



7 

カ 通報・相談を行った法人の担当者名（イ(ｱ)d）について 
(ｱ) 処分庁は、通報を行った法人の担当者の氏名について、個人のプライバシーが侵害されるお

それがある情報、かつ当該法人の事業活動上の地位その他正当な利益を明らかに害すると認め

られる情報であると主張する。 

(ｲ) 通報者に関する情報は、ウ(ｳ)のとおり、非公開として保護すべき情報である。 

また、一般に、個人が特定の企業でどのような地位にあり、どのような活動を行ったかにつ

いての情報は、通常他人に知られたくないと認められ、条例第７条第１号に規定する非公開情

報に該当し、また従業員に関する情報は、法人等の事業活動情報として条例第７条第２号に規

定する非公開情報に該当するものと考えられる。 

したがって、処分庁が条例第７条第１号及び第２号に該当するとして非公開とした判断は妥

当であると認める。 

 
キ 以上から、処分庁が本件審査請求１において非公開とした部分のうち、別記の１に示す部分は、

公開すべきであると判断する。 
 

⑶ 本件審査請求２について 
ア 争点について 

本件審査請求２における争点は、本件公文書の「内容」欄、「回答」欄及び「対応」欄の情報の

うち、特定の施設に関する情報についての非公開妥当性についてである。 
 
 イ 本件処分について 

(ｱ) 処分庁は、「内容」欄について⑵イ(ｱ)と同様の理由で非公開としており、「回答」欄及び「対

応」欄の非公開部分は、「内容」欄で非公開とした情報と同一の情報又は当該情報を特定し得る

情報であるから、いずれかのみを非公開としただけでは、その他の情報に基づき非公開情報が

明るみとなるため、「内容」欄で非公開とした情報は同様に非公開とする必要があると主張す

る。また、本件事業の対象となった者を公にすると、当該指導・啓発への協力を得られなくな

り、今後の路上喫煙防止対策業務に著しい支障が生じるおそれがあり、条例第７条第６号に該

当するとも主張する。 

(ｲ) 一方、審査請求人は、当該施設は、地方独立行政法人であり、条例第７条第２号に該当せず、

また、当該施設名を公開したとしても、今後、本件施設の協力を得られなくなることはおよそ

考え難く、処分庁の主張は、実態を踏まえない抽象的かつ蓋然性のない名目的なものに過ぎな

いと主張する。 
 
 ウ 通報者及び通報対象となった者に関する情報の非公開該当性について 

(ｱ) 当審査会において本件公文書を見分したところ、「内容」欄、「回答」欄及び「対応」欄の記

載内容には、通報者及び通報対象者に関する情報が含まれていることが認められた。 
(ｲ) 通報者に関する情報については、⑵オのとおり条例第７条第１号、第２号又は第６号に規定

する非公開情報に該当し、通報対象者に関する情報については、⑵エのとおり条例第７条第１

号又は第２号に規定する非公開情報に該当すると考える。 
(ｳ) また、路上喫煙対策防止業務においては、法令等の違反を解消することを目的とし、通報の

対象となった者に対し指導等を行っていることから、通報対象者に関する情報は、行政指導の

対象となった者としての性質を有する情報であると認められる。 
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一般に、行政指導において法令違反の状態の解消を実現させるためには、その手法や手段の

有効性の確保が重要であること、また相手方の任意の協力がなければ指導の目的を達成するこ

とが困難であることから、処分庁と相手方の信頼関係の構築も重要なものであるといえる。 
そうすると、行政指導の対象となった者に関する情報を公開すると、相手方の協力が得られ

なくなり、これにより指導が停滞することは否定できないから、通報対象者に関する情報は、

条例第７条第６号に規定する非公開情報にも該当するものと認められる。 
(ｴ) したがって、当審査会としては、仮に、審査請求人の指摘する地方独立行政法人に関する情

報が本件公文書の「内容」欄、「回答」欄及び「対応」欄に記載されていたとしても、当該情報

が、通報者に関する情報又は通報対象者に関する情報としての性質をもつ場合には、条例第７

条第６号に規定する非公開情報に該当するものと判断する。 
なお、当審査会において、本件公文書のうち、本件審査請求２において争点とされている特

定の施設の名称及び当該施設に関する情報が記載されている部分を見分したところ、「内容」欄

において処分庁が非公開とした部分には、路上喫煙者がいる場所を指し示す性質のみをもつと

認められる情報が認められたため、これについては⑵ウと同様の理由から公開すべきである

（別記の２）と判断する。 

 
⑷ 結論 

以上により、「１ 審査会の結論」のとおり判断する。  
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（別記） 
 
１ 本件審査請求１について公開すべきと判断した情報 

通し番号 内容欄のうち公開すべき箇所 

６０１ 全て 

６０８ 全て 

６１６ 全て 

６２３ 全て 

６４３ 全て 

６４９ 全て 

６５２ 全て 

６５３ 全て 

６６７ 非公開箇所のうち、３つ目 

６８６ 全て 

７１１ 全て 

７１２ 非公開箇所のうち、２つ目 

７３０ 非公開箇所のうち、１つ目 

７３９ 全て 

７４０ 非公開箇所のうち、 
１つ目の１文字目から１７文字目まで及び２つ目 

７４６ 全て 

 

２ 本件審査請求２について公開すべきと判断した情報 

通し番号 内容欄のうち公開すべき箇所 

６３０ 全て 
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（参 考） 

１ 審議の経過 

 

令和４年 ５月２０日 諮問 

     ６月２０日 諮問庁からの弁明書の提出 

 ９月 ２日 審査請求人からの反論書の提出 

令和５年 １月１３日 諮問庁の職員の口頭理由説明（令和４年度第７回会議） 

     ２月１７日 審議（令和４年度第８回会議） 

     ３月２８日 審議（令和４年度第９回会議） 

 

２ 本件諮問について調査及び審議を行った部会 

第２部会（部会長 毛利 透） 

 

 

 


